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核燃料サイクル施設の安全性の確認に資するため、同施設における火災時の閉じ込め機

能の健全性を評価するための手法の整備を進めている。同施設に存在する代表的な有機材

料として、グローブボックスパネル材料及びケーブル被覆材料を取り上げた。これらの燃

焼に伴う質量減少速度や煤煙放出速度等の燃焼特性データと煤煙の目詰まりによる HEPA

フィルタの差圧上昇データを、試験体に供給する輻射熱流束の大きさ及び試験体に対する

給気流速並びに給気中の酸素濃度等をパラメータとしてそれぞれ取得した。また、これら

のデータを相互に関連づけることによって、具体的な火災事故シナリオに基づいた HEPA

フィルタの差圧上昇の時間的進展を評価し、燃焼物質や燃焼条件の相違による差圧上昇挙

動への影響を定量的に評価することが可能となることを示した。 
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To contribute on confirmation of safety of fuel cycle facilities, evaluation method for 
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Combustion property data, such as mass loss rate and soot generation ratio of the 
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１．緒 言 
 

現在建設が予定されている民間 MOX 燃料加工施設のような核燃料サイクル施設では、

原子炉施設等と比べて、グローブボックス等の設備の内部で核燃料物質を直接取り扱う頻

度が高い。したがって、放射性物質を直接取り扱う核燃料サイクル施設の工程室において

火災が発生した場合には、施設内部の放射性物質が設備及び建屋に接続した換気系に移行

し、スタックから直接環境に放出されるリスクが相対的に高いものと考えることができる。

核燃料サイクル施設の換気系には、高性能粒子エアフィルタ（以下、「HEPA フィルタ」と

いう。）が複数段設置されており、換気系に移行した放射性物質を捕集し、環境への放出を

防ぐ働きを担っている。このように、HEPA フィルタは、放射性物質の施設内への閉じ込

めに対して大きな役割を有しているために、平常時のみならず事故時においても、その放

射性物質に対する捕集能力が設計時に想定されている能力を十分上回って維持されている

ことが求められる 1)。一方、核燃料サイクル施設の内部で火災事故が発生した場合には、可

燃性物質の燃焼に伴って大量の煤煙が発生し、飛散した放射性物質とともに換気系へ流出

する。換気系に流入した煤煙は配管系内部での沈着・沈降等の物理的運動を経ながら換気

系内を移行し、換気系内に設置されている HEPA フィルタ表面に付着する。この煤煙の付

着による負荷により、HEPA フィルタの流動抵抗は上昇し、流動抵抗が HEPA フィルタの

耐圧性能を超えると HEPA フィルタの破損が引き起こされる。上述のように放射性物質の

施設内への閉じ込めは、HEPA フィルタによって担保されることから、仮に HEPA フィル

タの破損が生じた場合には、大量の放射性物質が環境に放出されることになり、それによ

って甚大な周辺公衆に対する放射線被害を引き起こすことになる。したがって、火災事故

時の安全性を評価するためには、事故時の HEPA フィルタの健全性の維持をいかに定量的

に評価しうるかということが極めて重要な観点となる。見方を変えれば、事故時の HEPA

フィルタの健全性の評価、すなわち、事故時の HEPA フィルタの流動抵抗の上昇挙動の評

価を定量的に正確に実施することができれば、火災事故時の対応に対する時間的猶予

（HEPA フィルタが破損に至るまでの時間的猶予）を正確に見積もることが可能となるた

め、より実際に即した事故対応計画等の策定に資することも可能となる。また、燃焼物質

の燃焼に伴って、共存していた放射性物質もまた飛散し、煤煙と同様に換気系配管内へ流

出し、HEPA フィルタの捕集を受けるわけであるため、この放射性物質の放出・移行割合

に係るデータもまた必要となる。核燃料サイクル施設の事故時の放射性物質の閉じ込めを

定量的に評価するためには、これらの知見を相互に関連付けながら取得することが重要と

なる。着火から燃焼・鎮火（あるいは強制消火）までの一連の現象に依存した評価を行う

ためには、これらの知見を様々な燃焼条件（雰囲気の酸素濃度、供給流量等）のもとで取

得することが必要となる。 

また、MOX 燃料加工施設のような核燃料サイクル施設に対する技術基準では、｢実用上

可能な限り、不燃性または難燃性を有する材料の使用」が要求されており 2)、施設に使用さ

れる材料の技術基準に対する適合性を検討する際には、使用することが「実用上可能」か
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否かの観点からの判断を行うこととなる。このためには、施設の安全性を担保するために

必要な要求性能を定量化し、経済性等の他の要因と合わせて総合的に判断することが必要

となるものと考えられる。 

核燃料サイクル施設においては、MOX 等の放射性物質は閉じ込めの観点からグローブボ

ックス内での取り扱いが要求されており 2)、このため工程室には複数のグローブボックスが

設置されている。グローブボックスは多くの部分が様々な種類の樹脂によって構成されて

おり、そのうちグローブボックスに占める割合が最も大きいパネル材については、一般的

にアクリル（以下、｢PMMA｣という。）あるいはポリカーボネート（以下、｢PC｣という。）

のいずれかが選択され使用される。通常の酸素濃度条件下では、PMMA は可燃性である一

方、PC は自己消炎性を有しており、この点からは、上述の技術基準における火災に対する

考慮という意味では、PC の方が PMMA よりも優れていると言える。ただし、これはあく

までも通常の酸素濃度条件下での特性であり、実際の火災条件下での施設の安全性を担保

するための必要な要求性能を定量化するためには、酸素濃度の低下や外部に存在する火炎

からの輻射入熱等の影響を考慮した燃焼特性データ（燃焼性の有無、煤煙発生挙動等）に

基づく閉じ込め機能低下の時間的進展評価を実施し、それぞれの材質の優劣を判断する必

要がある。また核燃料サイクル施設には、同施設に設置された各設備・機器の制御のため

にケーブルが敷設されている。火災によるケーブルの損傷は、設備・機器の正常な制御を

妨げるのみならず、電気的ショートによる予期しない設備・機器の誤動作等の二次的な影

響も引き起こす可能性がある。核燃料サイクル施設においては、上述の技術基準に基づき、

難燃性材料を用いたケーブルが採用されることになるが、一口に難燃性ケーブルといって

も、様々な種類のケーブルが存在するため、グローブボックスパネル材の選択と同様に、

実際の火災条件下での施設の安全性担保するための必要な要求性能を定量化するためには、

各難燃性ケーブルが有する燃焼特性データに基づいた評価が必要である。なお、より高い

難燃性能（高難燃性）を有するケーブルの価格は、相対的に難燃性能が低い（一般難燃

性）ケーブルの価格よりも高額であり、施設に敷設するケーブルの使用量を考慮すると、

どのグレードの難燃性ケーブルを採用するか（逆に言えば、施設の安全性担保するための

必要な要求性能としてどのグレードまで要求されるべきか）ということは、事業者にとっ

ては、コストの観点から極めて重要であると考えられる。この観点は安全性に観点とは異

なり、かつ、安全性の確保の観点よりも優先されるべきものでは決してないが、実際の施

設の建設・維持に対しては大きな問題である（この観点は、グローブボックスパネル材の

選択に関しても同様であり、PC はPMMA よりも高価である。）。 

(独)日本原子力研究開発機構（以下、「原子力機構」という。）では、(独)原子力安全基盤

機構（以下、｢JNES｣という。）からの受託事業｢MOX 燃料加工施設火災時ソースターム試

験｣（平成 17 年度～平成 19 年度）及び同｢火災時エアロゾル評価試験｣（平成 20 年度～平

成 21 年度（計画では平成 22 年度まで））の実施を通して、上記の核燃料サイクル施設の火

災時の安全性を評価する上で不可欠なこれらのデータを取得するとともに、これらのデー

タを踏まえた評価手法の開発・整備を進めてきた 3)4)。特に平成 20 年度からは、上述の観
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点を踏まえ、グローブボックスパネル材及びケーブル材料に着目した燃焼特性（燃焼性の

有無、煤煙発生挙動等）及び換排気系 HEPA フィルタの目詰まり特性に着目した試験及び

評価を実施してきた。本報は、主に平成 21 年度に実施した上記受託事業として原子力機構

が取得した研究成果の一部をとりまとめたものである。 
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２．試 験 
 

2.1 試験装置 

原子力機構は、可燃性物質燃焼時の燃焼特性を観察することが可能な試験装置である｢火

災時ソースターム実験装置（Fire Source-term Evaluation Experiment Apparatus）｣（以

下、FSEEA という。）を所有している 4)。本試験ではこの装置を用いて、ケーブルやグロ

ーブボックスパネル材の燃焼に伴う煤煙の放出挙動等のソースデータや煤煙の負荷による

HEPA フィルタの目詰まりによる差圧上昇挙動データを取得した。 

FSEEA は、燃焼セル、配管系（配管、流量調節弁、ブロア）、計測系（温度・流量・差

圧計、制御盤）、煤煙サンプリング系、燃焼ガス分析装置、フィルタユニット、ハロゲン

スポットヒーター及びデータ処理装置（パソコン及びデータロガー）並びに架台から構成

されている。図 1 に燃焼セル部分の概略図及び図 2 に実験装置全体の模式図をそれぞれ示

す。箱状（ステンレス製）の燃焼セル本体は、上部の防煙ガラス（内部が観察可能な石英

ガラス製の筒状（300 mmφ×700 mmH））部分と下部の重量測定装置（アルミナ製の秤

量皿を装着した読取限度 1 mg の電子天秤、ジャッキにより高さを可変）の部分で構成され

る。試験体をこの防煙ガラス内で燃焼させ、重量測定装置により、燃焼中の試験体の質量

減少速度を連続的に測定した。燃焼セルの上流側にマスフローコントローラを介して CO2

ボンベ及び既設圧空ラインを接続させた。これにより燃焼セルに供給する給気に CO2 を任

意の割合で混合して燃焼セルに給気することで、燃焼セル内雰囲気の酸素濃度を制御する

こととした。さらに、ケーブルや電気盤等の設備・機器が近傍での火炎等から輻射を受け

ることを想定して、ハロゲンスポットヒーター（インフリッジ工業製、HSH-2、最大エネ

ルギー波長：約 1 m、照射能力：～約 90 kW/m2）を設置し、防煙ガラスの外側から、燃

焼皿上の試験体に直接、輻射熱流束を与えた。 

試験体から放出された煤煙及び模擬放射性物質（試験体表面に付加）は、防煙ガラス内

の気相部及びフィルタユニット前段部の 2 カ所から等速吸引した。前者はロープレッシャ

ー型カスケードインパクタ（東京ダイレック製 LP-20S-60）及びメンブレンフィルタ（住

友電工(株)製 ポアフロンメンブレン WP-500-50）を設置したフィルタフォルダに、後者

は同フィルタフォルダにそれぞれ捕集し、粒子径分布及び濃度を計測した。 

燃焼セルから流出した流体は、希釈ダクトからの希釈流によって希釈され、フィルタユ

ニットに導入される。フィルタユニットには、一段の HEPA フィルタを設置した。HEPA

フィルタは、原子力施設において実際に用いられている大風量タイプのものを用いること

とし、煤煙を効率的かつ均一に捕集することが可能なように、濾過面積を小さく改造した

ものを使用した（フィルタ部分の大きさ：9 cm×8 cm×12.5 cmH、濾過面積：0.42 m2）。

燃焼試験中は HEPA フィルタの透過流量は定格流量（0.95 m3/min）で一定となるように

ブロアによって制御した。また、HEPA フィルタの差圧は、精密デジタル圧力計（長野計

器製、GC15-170）を用いて測定した。 
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図 1  FSEEA の燃焼セル部分の概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2  FSEEA の全体図 
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2.2 試験方法及び試験条件 

2.2.1 試験体の調整及び燃焼方法 

１．で言及したように、本試験では、グローブボックスパネル材料及び難燃性ケー

ブル材料を評価対象とした。 

PMMA 及び PC については、実際にグローブボックスに使用されている材料（PMMA：

三菱レーヨン製 S001、PC：旭ガラス製 レキサン 9034）を、一辺 5 mm の立方体の小粒

に加工したものを使用した。過去に実施したペレット状の PMMA を用いた燃焼試験では、

ペレットの内部での熱分解ガスの蓄積による膨張現象が観察され、その熱分解ガスの抜け

に伴って煤煙の発生挙動が不連続になる傾向が報告されている 5)。粒状の試験体を使用した

のはこのような現象を回避するためである。 

難燃性ケーブル材料としては、一般難燃性（JIS C 3005 の 4.26.2 b) 60 度傾斜難燃試験

に合格）と高難燃性（JIS C 3521 （IEEEstd.382.1974）垂直トレイ燃焼試験（VTFT）に

合格）を有する二種類のケーブルを取り上げ、火災時に火炎によって直接晒されるこれら

ケーブルのシース材料（いずれも耐燃性ポリエチレンであり燃焼に伴って有害なハロゲン

ガスを放出しない。）を試験体とすることにした（以下、試験に供した一般難燃性シースを

｢EM-E/F｣、高難燃性シースを｢NH-E/F｣という。）。これらについては、それぞれをシース

として使用しているケーブル（住電日立ケーブル製 NH-KPEE-S 及び EM 600V CE/F）

を取り寄せ、その被覆を直径約 2～5 mm 程度に粒状化し使用した。 

これらの試験体を重量測定装置の秤量皿上の燃焼皿（ステンレス製シャーレ 100 mmあ

るいは 60 mm）に入れ、ガスバーナーにより着火し、ジャッキにより燃焼セル本体上部

の燃焼セル内の定位置まで移動し、各測定装置による計測を行った。PMMA を除く試験体

は難燃性物質であるために、バーナーによる着火だけでは燃焼は継続しない。そこで、

PMMA を除いたこれらの材料については、少量（約 1 g）のゲル状の助燃剤（主成分：メ

タノール及びエチレングリコール）を試験体の表面に添付してガスバーナーにより着火し、

その後で、ハロゲンスポットヒーターによる輻射熱流束を加えることで、試験体への着火

を行うとともに燃焼を維持した。助燃剤は少量であることに加え、着火から短時間で焼失

することを試験にて確認しており、試験体本体の燃焼に対する影響は無視できる。試験体

に加えられる輻射熱流束値は、輻射センサー（CAPTEC 社製 RF-30-WP50 型水冷式輻射

センサー）を用いて公正を行った。 

 

2.2.2 試験パラメータ 

(1) 給気流速条件 

放射性物質取扱作業用グローブボックスについては JIS によって規格が設定されている 6)。

それによるとグローブボックスの排気能力については、グローブポート１個を開放したと

きの開口部における通過風速を 0.5 m/s 以上に保つために必要な風量を満足すること等の要

求が規定されており、旧 JIS における換気回数に関する要求事項は規定されていない。こ

れに加えて実施設には様々な大きさや形状を有するグローブボックスが存在するため、実
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施設のグローブボックスにおける代表流速（すなわち試験体に供給する給気流速条件）を

推定することは非常に困難である。そこで、以下の考察を行い、燃焼試験で設定する給気

流速条件を検討することとした。 

 

・代表的なグローブボックスの構造として、原子力機構プルトニウム燃料第三開発室にお

ける核燃料物質加工事業許可申請書 添付書類の添 5 第 1 図に記載があるグローブボッ

クス概略構造図（代表例）を例として取り上げることとした 7)。これによると、グローブ

ボックス本体は、高さ及び幅 3 m、奥行き 1 m のディメンジョンを有しており、さらに

その上部に約 200 mm の伸縮継手を介して高さ 1.6 m、奥行き 1 m の受払搬送装置グロ

ーブボックスと接続している。したがってグローブボックスの容積は、3×3×1 = 9 m3

と評価できる。 

・上述のように現行 JIS ではグローブボックス内の換気回数に関する規定はないが、ここ

では旧 JIS において規定されていた 20 回/h の換気回数がなされるものと仮定してグロー

ブボックス内の換気流量を評価した。それによると、換気流量は、20×9/60 = 3 m3/min

と評価できる。 

・添 5 第 1 図からは、グローブボックス本体の底部より給気がなされ、伸縮継手を介して

受払搬送装置グローブボックスの上部から排気されるものと推察される。換気流に対す

る断面積をグローブボックス本体の底面積と考えると、代表流速は、3/(3×1)/60 ≒ 

0.02 m/s と評価できる。 

 

実際の火災時にはグローブボックス内に燃焼ガスの放出やグローブボックス外部からの

局所的な空気の流入等が生じるため、グローブボックス内部の気体の流れは極めて複雑に

なり、それによって局所的な流速はこれの数倍になるものと予想される。そこで本試験で

は、燃焼物質に対する給気流速として上述の評価結果である 0.02 m/s の約 3 倍（0.1 m/s

程度）までを給気流速条件とすることとした。 

 

(2) 輻射熱流束条件 

米国原子力規制委員会原子力規制局システム安全解析部から公刊されている防火検査プ

ログラムのための定量的火災ハザード解析手法の最終報告書 8)によると、目標物表面温度を

限界温度（可燃物が発火する温度）にまで上昇させるために必要となる入射熱流束（限界

熱流束）としては、一般に 15～25 kW/m2 の幅があると述べている。これを参考にした上

でさらに保守側の評価結果を得ることを念頭におき、本試験では試験体に照射する輻射熱

流束を最大で 40 kW/m2までとした。 

 

2.2.3 煤煙及び模擬放射性物質の捕集・定量 

実施設においては、グローブボックスの内壁面（たとえばパネル内表面）に MOX 粉末

が付着していることが想定される。そこで本試験では MOX の模擬物質として安定な酸化
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物である Eu2O3 粉末（50%個数中央径：7.08 m、幾何標準偏差：2.38、密度：6.96×103 

kg/m3）を用いることとし、Eu2O3 粉末を燃焼皿に充填した試験体の上表面に振りかけて添

加した。その状態で試験体を燃焼させ、Eu2O3粉末の放出率等を評価した。 

試験体の燃焼によって放出された煤煙及び Eu2O3粉末は、2.1 で述べたように FSEEA の

煤煙サンプリング系によって捕集した。カスケードインパクタ及びフィルタフォルダで捕

集した煤煙捕集量は、メンブレンフィルタ（カスケードインパクタの各段の捕集盤にもメ

ンブレンフィルタが設置されている）の重量変化から同定した。また、Eu2O3 粉末捕集量

については、以下の手順で定量した。まず、Eu2O3 粉末が付着しているメンブレンフィル

タを、付着面を下にした状態で 200 dm3ビーカー中に入れ、そこに水 20 dm3、硝酸 5 dm3、

塩酸 5 dm3を加えて溶解した後、ホットプレート（約 280℃）上で 60 分間加熱溶出を行っ

た。先のビーカーに濃硝酸を 5 倍希釈した硝酸 5 dm3を加え、ホットプレート上で約 5 分

間加熱溶出を行った。両方の手順にて得られた溶出液を NO.5B 濾紙で濾過して混合し試料

溶液を調整した。そして ICP-MS（パーキンエルマー製 ELAN6100DRC）を用いて試料溶

液中のEu を定量した。 

HEPA フィルタによって捕集された煤煙の重量は、フィルタユニットの前段部より等速

吸引によってメンブレンフィルタに捕集した煤煙量から求めた。2.1 で述べた精密デジタル

圧力計を用いて計測された HEPA フィルタ前後の差圧上昇との相関を観察することで、煤

煙の負荷と目詰まりによる HEPA フィルタの目詰まり特性を評価した。有意な HEPA フィ

ルタの差圧上昇を観察するために、燃焼試験を数回繰り返して HEPA フィルタへ煤煙の負

荷量を蓄積させることで、その燃焼試験までの積算煤煙負荷重量と HEPA フィルタの差圧

上昇を測定することとした。 

 

 

 



JAEA-Research 2011-015 

- 9 - 

３．試験結果及び考察 
 

3.1 燃焼物質からのソースタームデータ及びHEPA フィルタ目詰まり評価データの評価 

3.1.1 質量減少速度及び煤煙放出挙動の評価 

図 3 に各燃焼物質の燃焼に伴う質量減少速度に対する給気流速（FSEEA の防煙ガラス内

への供給流速、以下同じ。）の影響を示す。この質量減少速度は、FSEEA の重量測定装置

にて測定された燃焼試験中の試験体の減少量を時間微分することで求めたものである。ま

た、燃焼面積で除することで、単位燃焼面積当たりの値として表現している。なお、本試

験では試験体をいれた燃焼皿（ステンレス製シャーレ）の開口部を燃焼面積として定義し

ている。2.2.1 で述べたように本試験では粒状の試験体を用いているため、厳密には燃焼面

積と燃焼皿の開口部面積は一致しない。しかしながら試験体は融解し液化した状態で燃焼

することを鑑み、ここでは上述のように定義することとした。 

試験体は、温度の上昇によって熱分解ガスを放出し、その熱分解ガスが周囲の空気流と

接触して燃焼することで周囲の空気流との境界に火炎面を形成する。この火炎面からの輻

射等の伝熱によって試験体の温度上昇が引き起こされることで熱分解と熱分解ガスの放出

が促進され、燃焼が継続する。従って、ここで取り上げた質量減少速度の大きさは、燃焼

の激しさを示す一つの指標となるものと考えられる。図 3 を見ると、EM-E/F 及び NH-

E/F 並びに輻射熱流束を供給しない PMMA と 20 kW/m2の輻射熱流束を与えた PMMA に

ついては、給気流速によらずほぼ一定値となっている。その平均値は、EM-E/F で 5.6×

10-3 kg/m2s、NH-E/F で 2.2×10-3 kg/m2s、輻射熱流束を供給しない PMMA で 6.7×10-3 

kg/m2s、20 kW/m2の輻射熱流束を与えたPMMA で 1.1×10-2 kg/m2s であった。一方、40 

kW/m2 の輻射熱流束を供給した PMMA では、質量減少速度は給気流速の増大と共に増加

した。また PMMA 同士を比較すると、輻射熱流束の値が大きくなるのに従って質量減少速

度も大きくなっている。これは、上述のように、試験体の燃焼表面に外部から輻射熱流束

が供給されることによって試験体表面での熱分解が促進されたためと考えられる。また、

輻射熱流束を与えず、かつ、雰囲気中の酸素濃度を通常の酸素濃度より低い 20%に調整し

た条件での質量減少速度は、輻射熱流束を与えない試験結果よりもさらに小さい値となっ

た。これは雰囲気中の酸素濃度が低下したことによって燃焼の激しさが低下したことによ

るものと考えられる。このことは、質量減少速度の大きさ（すなわち燃焼の激しさ）に対

しては、雰囲気中の酸素濃度の効果が極めて大きく作用することを示唆するものであり、

この傾向は、消火時の事故進展評価を実施する上で考慮に入れるべき重要なポイントであ

る。PMMA と同様に、広く一般のグローブボックスのパネル材として使用される PC につ

いては、酸素濃度を低下させた PMMA 試験結果よりもさらに低い質量減少速度を示すこと

がわかった。PC は、熱分解開始温度が PMMA よりも高く、かつ非常に大きな吸熱を伴い

ながら熱分解を生じることが報告されている 3)4)。このことから、PC は外部からの輻射熱

流束を与えた場合でも、熱分解反応及びその結果としての熱分解ガスの放出が PMMA より

も低く抑えられ、結果として質量減少速度が小さくなったものと考えられる。PC は自己消
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炎性を有するため、可燃性である PMMA と比べると、燃焼性の観点からは優れた特性を有

するものと認識されている。このように燃焼時の質量減少速度が PMMA よりも小さいとい

うことは、この認識を裏付ける結果である。図 4 に輻射熱流束と質量減少速度の関係を示

す（図 4 には煤煙化率との関係も示しているが、これについては後述する）。PMMA と PC

ともに輻射熱流束が大きくなるに従って質量減少速度が大きくなる。PMMA については、

輻射熱流束が 10 kW/m2を超えるとその増大の度合いが大きくなることがわかる。一方 PC

では、輻射熱流束が 20 kW/m2以下の条件では安定な燃焼が維持されず、短時間で自己消炎

に至った。上述の燃焼メカニズムを考えると、PC は質量減少速度が PMMA よりも小さい

ために熱分解ガスの供給速度が小さく、そのため、外部からの付加的な輻射熱流束の供給

がなければ、通常の酸素濃度下では燃焼が維持できないことを意味する。本試験結果から

は、PC については、定常的な燃焼が継続するために必要な外部からの輻射熱流束値の閾値

は 20 kW/m2から 30 kW/m2の間に存在することが示唆される。 

図 5 に各燃焼物質の燃焼に伴う煤煙放出速度に対する給気流速の影響を示す。この煤煙

放出速度は、FSEEA の燃焼セル内部からフィルタフォルダに設置したメンブレンフィルタ

に等速吸引し捕集した煤煙の重量とサンプリング時間から評価したものである。試験体の

形状の影響を排除するため、質量減少速度と同様に燃焼面積で除することで単位燃焼面積

当たりの値として表している。いずれの燃焼物質ともに、給気流速が増大するに従って煤

煙放出速度もまた増大している。PMMA については、加えられる輻射熱流束が大きくなる

に従って煤煙放出速度も大きくなり、また、雰囲気中の酸素濃度が低下した条件では通常

の酸素濃度条件よりも煤煙放出速度が小さくなるという、図 3 に示した質量減少速度と同

様の傾向を示している。一方で、PMMA よりも小さな質量減少速度を示した２種類のケー

ブルシース材は、煤煙放出速度では逆に PMMA よりも大きな値を示すことがわかった。特

に NH-E/F は EM-E/F と比べて、質量減少速度は小さいが煤煙放出速度では逆に大きくな

っていることに着目するべきである。このことは、燃焼によって減少する質量当たりで考

えた場合には、この２種類のケーブルシース材は PMMA と比べるとより多くの煤煙を放出

することを意味する。PC は、同じ 40 kW/m2 の輻射熱熱流束を与えた場合では、PMMA

と比べると煤煙放出速度は若干小さかった。ただし、図 3 に示した質量減少速度でも、同

じ輻射熱流を与えた条件下では、PC は PMMA よりも小さい値を示しているため、煤煙の

発生傾向を観察するためには、煤煙放出量を質量減少量で除することで規格化し比較する

必要がある。そこで本試験では、以下に定義する煤煙率を導入し、各燃焼物質間の煤煙の

発生傾向の比較検討を行うこととした。 

 

煤煙化率  (%) =                              ×100 (1) 

 

このように煤煙化率は、燃焼物質の燃焼重量当たりの煤煙の放出量を表しており、図 5 に

示した煤煙放出速度を図 3 に示した質量減少速度で除することと同義である。 

各燃焼物質の煤煙化率を給気流速に対してプロットした結果を図 6 に示す。特徴的なこ

総煤煙放出量(フィルタフォルダに捕集された煤煙の積算重量) 

総質量減少量(燃焼物質の積算質量減少量)
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とは、PMMA は、他の燃焼物質と比べて極めて煤煙化率が低いということである。これは、

図 3 及び図 4 に示したように、PMMA は他の燃焼物質に比べて質量減少速度が大きく、逆

に煤煙放出速度が小さいためである。外部からの輻射熱流束が大きくなると煤煙化率も大

きくなるが、輻射熱流束が 20 kW/m2以上ではほぼ同値となることがわかった。また、雰囲

気の酸素濃度を低下させた場合は、煤煙化率がさらに低下することが示された。これは、

図 3 に示したように酸素濃度が低下すると燃焼の激しさが低下し、それによって質量減少

速度も低下するが、煤煙放出速度の低下の方がより大きく作用するためである。PC は、同

じ燃焼条件における比較において、PMMA よりも 3 倍程度高い煤煙化率を示すことがわか

った。さらに図 4 からわかるように、PC も PMMA と同様に、輻射熱流束の増大に伴って

煤煙化率が増大することがわかる。また、２種類のケーブルシース材も PMMA より高い煤

煙化率を示すことがわかった。特に NH-E/F は、同じ質量減少量当たりで比較すると、

PMMA の 7 倍程度（換気流速：約 9.4×10-2 m/s、輻射熱流束：40 kW/m2）多くの煤煙を

放出することがわかった。 

上述のように燃焼物質は、温度の上昇によって熱分解ガスを放出し、その熱分解ガスが

周囲の空気流と接触して燃焼することで周囲の空気流との境界に火炎面を形成し煤煙が生

成するものと考えられる。従って、この火炎面における熱分解ガスと空気の存在量の比が

煤煙の生成に対して影響を与えていることが予想される。煤煙の生成機構については定説

もなく、また、生成速度や酸化速度を見積もることは極めて難しい 9)。一方で、層流拡散燃

焼に対する煤煙の生成速度を表す式として以下の式が報告されている 9)10)。 

 

生成速度＝2.54×106･Ri･pf･3･exp(-2000/T) (2) 

 

ここで、Ri はリチャードソン数、pfは燃料の分圧、は局所当量比、T は温度である。この

式からは、煤煙の生成速度は局所当量比に比例して大きくなることがわかる。本節では、

熱分解ガスと空気の境界に形成されると考えられる火炎面に流入する熱分解ガス流束と空

気流束との相対的な比に着目し、これと煤煙発生挙動を関連づけて考察することとした。

具体的には、比較的単純な燃焼形態を示す PMMA を評価対象物質として取り上げるととも

に、燃焼条件毎にの逆数として定義される空気過剰率を求め、煤煙化率をこの空気過剰率

との関係で整理することとした。 

図 7 に評価対象とする体系を示す。これは FSEEA の燃焼セル内に設置されている防煙

ガラスの内部を模式的に表したものであり、上述の燃焼のメカニズムに基づいた表現とな

っている。まず単純化のために、燃焼物質表面から放出される熱分解ガスは PMMA のモノ

マーであるメタクリル酸メチルであると仮定した。この熱分解ガスの化学的組成に基づき、

この熱分解ガスの燃焼に対する量論燃空比を計算した。火炎面に対する熱分解ガスの流入

フラックスとしては、燃焼面からの熱分解ガスの放出速度は質量減少速度と等しいと仮定

し、この値を適用することとした。また、火炎面に対する空気の流入フラックスとしては、

各燃焼条件における給気流速を用いた。給気流速を質量減少速度で除することで、燃空比
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を計算し、理論燃空比をこの燃空比で除することで空気過剰率を求めた。 

図 8 に空気過剰率と煤煙化率の関係を示す。いずれの輻射熱流束条件でも、空気過剰率

が大きくなると煤煙化率は大きくなる傾向が見られた。また、輻射熱流束が大きい程、プ

ロット点は空気過剰率がより低い領域側に遷移している。これは、図 4 に示したように、

輻射熱流束が大きくなるに従って、質量減少速度と煤煙化率が大きくなるためである。一

般的には、空気過剰率が大きくなると煤煙の発生傾向は低下するといわれている 9)。図８に

示した結果からは、煤煙の発生傾向として煤煙化率を取り上げるとこれとは逆の傾向とな

る。そこで、煤煙の発生傾向として、煤煙濃度を取り上げ、空気過剰率との関係を考察し

た。ここでの煤煙濃度とは、試験において燃焼物質から放出された総煤煙重量（kg）を、

その煤煙重量が放出された時間に防煙ガラス内を流れた換気流の総体積（m3）で除するこ

とで求めた平均の濃度値である。図 9 にこの煤煙濃度と空気過剰率の関係を示す。煤煙濃

度は空気過剰率が増大するにしたがって減少する傾向が見られた。特に、輻射熱流束が 20 

kW/m2 の試験条件における煤煙濃度の曲線と輻射熱流束を与えなかった条件での曲線がほ

ぼ一致している。 

図 10 に各燃焼物質の燃焼時に放出された煤煙の粒子径分布を示す。PMMA からの煤煙

の 50%質量中央径 dm50%は他の燃焼物質のそれと比べて一桁小さいことが特徴的である。こ

の点は、3.1.2 で述べる煤煙の負荷による HEPA フィルタの目詰まり挙動に対して影響を与

えるものと推察される。 

実際の火災事故を想定すると、燃焼物質の燃焼に伴う煤煙の放出挙動は、燃焼物質が存

在する例えば工程室全体のようなバルクの空間における平均的な流動条件ばかりではなく、

燃焼物質の周囲の局所的な換気流動条件によって影響を受けるものと考えられる。その意

味では、煤煙の放出挙動データを火炎面における熱分解ガスと換気流（空気）のフラック

スの相対的な比（ここでは空気過剰率）との関連で整理することは、煤煙の放出量あるい

は放出速度を推定・評価する上で重要な知見である。また、火災事故時の施設が有する閉

じ込め性能に対しては、HEPA フィルタの健全性が重要な因子である。HEPA フィルタの

健全性を評価するためには、煤煙の負荷によって引き起こされる目詰まりとそれに起因す

る差圧上昇挙動を評価する必要がある。本節で述べた燃焼物質毎の様々な燃焼条件下での

質量減少速度や煤煙放出速度、あるいは煤煙化率に係るデータは、この評価を定量的に実

施する上で極めて重要な技術的知見である。 
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図 3  燃焼物質の質量減少速度に対する給気流速の影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 4  燃焼物質の質量減少速度及び煤煙化率に対する輻射熱流束の影響 
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図 5  燃焼物質からの煤煙放出速度に対する給気流速の影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6  燃焼物質からの煤煙化率に対する給気流速の影響 
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図 7  評価対象とする体系の模式図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8  空気過剰率と煤煙化率との関係（評価対象とした燃焼物質：PMMA） 

仮定： 

･燃焼物質：PMMA 

⇒分解ガス：メタクリル酸メチル 

⇒量論燃空比（F/A）st を計算 

･分解ガス（=燃料）供給速度 = 質量減少速度 

⇒燃空比（F/A） = 給気流速/分解ガス供給速度

⇒空気過剰率 = （F/A）st/（F/A） = 1/当量比 
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図 9  空気過剰率と煤煙濃度との関係（評価対象とした燃焼物質：PMMA） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10  煤煙粒子径分布の比較 
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3.1.2 煤煙の負荷によるHEPA フィルタの目詰まり評価 

火災事故時の閉じ込め性能は、ひとつは HEPA フィルタが担う動的閉じ込め機能によっ

て担保されているといえる。従って火災事故時の HEPA フィルタの健全性を評価すること

は極めて重要である。HEPA フィルタは煤煙の負荷によって差圧が上昇し、最終的には破

過に至る。このように閉じ込め機能が劣化あるいは喪失するまでの時間を定量的に評価す

ることができれば、事故時の安全性の確認のみならず、事故対応に必要な運転管理条件の

策定や閉じ込め性能の維持のために必要なアクシデント・マネジメントの具体的な検討に

も資することができるものと考える。本試験では煤煙の負荷による HEPA フィルタの目詰

まりによる差圧上昇データを取得するとともに、HEPA フィルタに負荷された煤煙重量と

差圧上昇データを関連づけて整理することとした。 

図 11 に各燃焼物質の燃焼に伴う HEPA フィルタの目詰まりによる差圧上昇データを示

す。図 11 では、HEPA フィルタに対する煤煙の負荷重量を、HEPA フィルタの濾過面積

で除することで、単位濾過面積当たりの煤煙負荷重量に換算し、その値と HEPA フィルタ

前後の差圧測定結果とをプロットしている。なお、HEPA フィルタの差圧については、煤

煙の目詰まりの進行によって引き起こされる差圧（⊿P）を HEPA フィルタの初期差圧

（⊿P0）で除することで表した。PMMA の燃焼（PMMA は可燃性であるためここでは輻

射熱流束を与えない状態で燃焼させた。）が最も短時間で差圧上昇を引き起こしている。

EM-E/F と PC（いずれも 40 kW/m2の輻射熱流束照射下での試験結果）はほぼ同じ傾向と

なった。一方、NH-E/F（同じく 40 kW/m2の輻射熱流束照射下での試験結果）では、煤煙

の負荷が比較的少量の範囲では HEPA フィルタの差圧上昇は比較的緩やかであったが、負

荷重量が 0.015 kg/m2 を超えると急速に立ち上がるという特異な変化を示した。HEPA フ

ィルタの目詰まりについては、これまで、HEPA フィルタの差圧上昇値と煤煙負荷重量と

の間に 2 次関数の関係が成り立つものと仮定して、一次及び二次の係数（図 11 中のs及び

s）をフィッティングによって求めて報告している例がある 11)12)。また、アメリカの事故解

析ハンドブックにおいても、同様の手法が提案されている 13)。なお、CELVA14)等の熱流

動・物質移行解析コードにおいても、火災事故時の HEPA フィルタの差圧上昇の解析・評

価に際しては、これと同様の目詰まり係数を入力データとして設定する必要がある。この

ように、HEPA フィルタの差圧上昇挙動から目詰まり係数を導出し報告することは、

HEPA フィルタの目詰まり評価を行う上で重要である。そこで本報でもこの目詰まり係数

を導出した。結果を図 11 中に記載する。 

図 10 に示したように、PMMA からの煤煙の 50%質量中央径 dm50%は他の燃焼物質のそ

れと比べて一桁小さい。煤煙粒子径が小さいとフィルタの内部にまでより浸透しフィルタ

内の空隙を減らす効果がより大きい。HEPA フィルタの差圧上昇に対して PMMA の燃焼

が最も顕著な影響を与えることの理由の一つはこの煤煙粒子径が非常に小さいことによる

ものと考えている。その他、煤煙粒子の湿潤性も HEPA フィルタの差圧上昇挙動に対して

影響を与えるものと考えられるため、この点については現在検討を進めている。 
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図 11  HEPA フィルタへの煤煙の負荷重量と差圧上昇の関係 

 

 

3.1.3 事故時のHEPA フィルタの目詰まりによる差圧上昇の評価 

図 4、図 6 及び図 8 に示した煤煙化率は、(1)式で定義したように、燃焼物質の単位質量

減少量当たりの煤煙の放出量を意味している。PMMA のように施設において使用される量

が相対的に多く（グローブボックスのパネル材はグローブボックス構成材中最大の割合を

占める。また、施設全体でみても使用される樹脂製材料としては最も量が多いものと考え

られる。）、かつ、質量減少速度が大きい場合には、仮に煤煙化率が低くても放出される煤

煙の総量は多くなることも予想される。また、図 11 に示したように、PMMA の燃焼によ

って放出される煤煙は、同じ負荷重量で比較した場合、他の燃焼物質の燃焼によって放出

される煤煙よりも、より急激な HEPA フィルタの差圧上昇を引き起こすことがわかる。こ

のように、実際の事故時に引き起こされる HEPA フィルタの差圧上昇挙動を評価するため

には、燃焼物質の存在量、質量減少速度及び煤煙化率並びに HEPA フィルタに対する目詰

まり係数（図 11 中のs及びs）を用いて、煤煙の放出量を総合的に評価する必要がある。 

本報では、以下の様な仮定を設けることで、各燃焼物質の燃焼によって引き起こされる

HEPA フィルタの差圧上昇の時間的進展の評価を試みた。 

 

・各燃焼物質の燃焼に伴う煤煙放出速度は、図 5 に示した値の内、給気流速が約 9.4×10-2 

m/s（燃焼試験毎の給気流速条件は 9.3×10-2～9.9×10-2 m/s の範囲）の燃焼条件におけ

る値を使用した。なお、煤煙放出速度は質量減少速度に煤煙化率を乗じたものと等しい
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ので、本評価には、各燃焼物質毎の質量減少速度の差違が反映されていることになる。 

・燃焼物質から放出された煤煙が HEPA フィルタに到達するまでの移行経路での沈降・沈

着によるロスは考慮しない（この効果については熱流動・移行解析コードを使用するこ

とで、移行経路の詳細情報が決定すれば評価をすることが可能となるため、あえて本報

では考慮しないこととした）。 

・HEPA フィルタの差圧上昇評価には、図 11 に示した各燃焼物資の目詰まり係数を用いた。

ただし NH-E/F については目詰まり係数を評価することができなかったため、図 11 に示

した差圧上昇曲線に対して 3 次元スプライン補間を実施することで HEPA フィルタへの

煤煙の負荷重量と差圧上昇の関係を求め、評価に適用した。 

・直径 50 cm の円に相当する燃焼面積で一定に燃焼するものと仮定した。燃焼物質毎に異

なる質量減少速度を有しているため、燃焼面積が一定という仮定のもとでは、すなわち

燃焼物質毎に燃焼面の降下速度が異なることを意味する。 

・HEPA フィルタの濾過面積としては、原子力施設で用いられている大風量タイプのフル

サイズ HEPA フィルタの値（濾過面積：33 m2）を用いた。HEPA フィルタを透過する

流速については、本試験で使用した HEPA フィルタに対する流速値を仮定した。また

HEPA フィルタの初期差圧は 300 Pa と仮定した。 

・本試験では、試験を実施する上での安全性を確保するため、HEPA フィルタの差圧上昇

に関しては 6 kPa 程度までの範囲で試験を実施した。従って、図 11 に示した各燃焼物質

に対する HEPA フィルタの目詰まり係数は、この差圧範囲でのフィッティングによって

評価したものである。ここでの HEPA フィルタの差圧上昇の時間変化に係る評価では、

この試験条件を超えた差圧範囲まで計算を行っており、すなわち本評価では、本試験で

の差圧測定範囲をこえた範囲に対しても、本試験の差圧範囲で評価された目詰まり係数

を補外して適用している。 

 

評価結果を図 12 に示す。HEPA フィルタの耐圧についてはいくつかの報告例があり、例

えば、1,000 mmAq（9.8 kPa）程度とするものや 460 mmAq（4.5 kPa）とするもの 15)な

どがある。ただし、これらを評価した試験条件（流速や HEPA フィルタに負荷させる粒子

条件等）が異なるため、HEPA フィルタの破過が生じる差圧を正確に定義することは困難

である。また、JIS によって規定されている HEPA フィルタの圧力変形抵抗試験で定義さ

れている差圧がある 1)。これは製品品質上の観点からの値であり、HEPA フィルタはこの

設定値である 2.45 kPa になるまで流量を上げ、１時間保持し、破損及び変形がないことを

確認することが規定されている。したがって、この設定値もまた HEPA フィルタの健全性

を評価するための一つの定量的目安ということもできる。これらを考慮して、図 12 では

HEPA フィルタの差圧が 10 kPa に至るまでの時間がわかるように図示した。また、JIS に

よって規定されている設定値についても図中に記載した。 

図 12 は、本試験で得られた煤煙放出挙動や HEPA フィルタの目詰まりによる差圧上昇

挙動に係る試験結果を組み合わせるとともにいくつかの仮定を考慮して HEPA フィルタの
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差圧上昇の時間的進展を評価したものであり、結果についてはあくまでも定性的なもので

ある。それを考慮した上で評価結果を見てみると、PMMA は同じ負荷重量で比較した場合、

他の燃焼物質よりもより急激な差圧上昇を引き起こすこと（図 11）、また、他の燃焼物質よ

りも大きな質量減少速度を示すこと（図 3）等の燃焼特性を示すのにもかかわらず、1.5 時

間以降では、差圧上昇が最も低い結果となった。これは、PMMA の煤煙化率が他の燃焼物

質と比べて非常に低いためである（図 6）。また、NH-E/F は、燃焼後 1.5 時間程度までは、

ほとんど差圧上昇を引き起こさないが、その時間を超えると急激に差圧上昇を引き起こす

結果となった。これは NH-E/F は質量減少速度は最も小さい（図 3）が逆に煤煙化率は最

も高く（図 6）、両者の積として表される煤煙放出速度が結果的に大きくなったことに加え、

HEPA フィルタに対する煤煙負荷重量がある閾値を超えると急激な差圧上昇を誘引する

（図 11）という両方の因子の相乗効果によるものである。 

本試験で得られた煤煙放出挙動及び HEPA フィルタの差圧上昇挙動に係る試験結果を組

み合わせることで、HEPA フィルタの目詰まりによる差圧上昇の時間的進展の評価を試み

た。このような評価を行うによって、施設の閉じ込め性能を担う HEPA フィルタ健全性が

劣化あるいは喪失する時間的進展を定量的に評価することができれば、施設の事故時の安

全性の確認のみならず、施設の運転管理条件（想定する火災事故規模との関連づけた運転

要員の配置や事故対応の体制等の設定等）を定量化することに対しても有効な情報として

提供することができるものと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12  事故時のHEPA フィルタの差圧上昇の時間的進展評価結果 
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3.2 放射性物質放出挙動評価 

3.2.1 PMMA 及びPC の燃焼に伴うEu2O3粉末の放出挙動評価 

図 13 及び図 14 に、PMMA 及び PC の燃焼に伴う Eu2O3粉末の放出速度及び放出率測

定結果をそれぞれ示す。放出速度は、燃焼面積で除することで規格化して表した。また、

放出率は、燃焼物質に添加した全量に対する全飛散量（FSEEA の燃焼セル（防煙ガラス）

内から等速吸引して捕集された Eu2O3 粉末の全量）の比として評価した。ここでは火災時

の MOX 粉末の放出挙動を評価することを念頭においたため、あえて平常時に想定される

表面濃度よりも高い範囲を対象とした試験を実施することとした。 

図 13 では、Eu2O3粉末の放出速度は、ハロゲンスポットヒーターによって外部から照射

される輻射熱流束が大きい程大きくなる傾向が見られた。特に輻射熱流束が 40 kW/m2の条

件下では、その傾向が顕著であった。また、各輻射熱流束条件において、燃焼物質に対す

る Eu2O3 粉末の表面濃度の増加に対して増大している。Eu2O3 粉末は化学的に安定な粉末

状物質であるため、燃焼物質の燃焼に伴う化学的変化を受けることはない。したがって

Eu2O3 粉末の気相への放出挙動は、燃焼物質の燃焼に伴って Eu2O3 粉末に対して与えられ

る鉛直上方向への機械的エネルギーの大きさに一義的に影響を受けるものと考えられる。

燃焼物質の燃焼の激しさを表す因子としては、質量減少速度が考えられる。図 4 に示すよ

うに、質量減少速度は輻射熱流束が増大するにつれて増大する。このことから、輻射熱流

束の値が大きくなると燃焼の激しさも増大し、Eu2O3 粉末の放出速度も大きくなったもの

と考えられる。PC については、Eu2O3粉末の放出速度は 8×10-9～9×10-8 kg/m2s と評価さ

れた。この値は、同じ輻射熱流束条件（40 kW/m2）での PMMA の燃焼で得られた放出速

度よりも 2 桁から 3 桁ほど小さい値である。図 4 を見ると、この輻射熱流束条件下での PC

の質量減少速度は PMMA の約 1/3 であり、その分、Eu2O3粉末を巻き上がらせるのに鉛直

上向き方向への機械的エネルギーが十分でなかったことが考えられる。また、PC の燃焼の

様子は、PMMA のような明瞭な有炎燃焼ではなく、燃焼物質表面から直接煤煙が噴出する

ような燃焼を生じていた。このような燃焼の様子の違いも、PC と PMMA 間の Eu2O3粉末

の放出速度の大きさの差違に影響を及ぼしている可能性もある。一方、図 14 を見ると、

Eu2O3 粉末の放出率に関しては、測定結果に若干ばらつきは有るものの、燃焼物質に対す

る Eu2O3 粉末の表面濃度の増加に対してあまり依存しないことがわかる。図 13 と同様に

Eu2O3 粉末の放出率は輻射熱流束が 40 kW/m2 の条件下で急激に高くなり、4～6 %程度と

評価された。また、PC では PMMA よりも低く、0.1～0.2 %程度と評価された。この傾向

は、図 13 に示した放出速度の傾向と同様である。 
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図 13  燃焼物質に対するEu2O3粉末の表面濃度とEu2O3粉末放出速度との関係 

（給気流速：4.7×10-2 m/s） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14  燃焼物質に対するEu2O3粉末の表面濃度とEu2O3粉末放出率との関係 

（給気流速：4.7×10-2 m/s） 
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3.2.2 MOX 粉末の放出挙動評価 

本試験では MOX 粉末の模擬物質として、化学的に安定な酸化物であり燃焼物質の燃焼

による化学的変化等の影響を受けない Eu2O3 粉末を用いることで、燃焼物質の燃焼に伴う、

燃焼物質表面に付着した放射性物質の放出挙動の評価を進めてきた。Eu2O3 粉末は MOX

粉末の模擬物質として使用する上で適した性質を有している一方で、MOX 粉末とは粒子径

分布や密度が異なるため、Eu2O3 粉末を用いることで評価した放出率等の知見をそのまま

MOX 粉末に対する値として適用することには問題があることも事実である。表 1 に、本試

験で使用している Eu2O3 粉末と過去に報告されている情報を基に推定した MOX 粉末の粒

子径分布 16)17)及び密度に関するデータを示す。表 1 中の密度については、Eu2O3 粉末につ

いては実測値、MOX 粉末については理論密度を記している。Eu2O3粉末と MOX 粉末を比

較すると、密度は約 1.6 倍 MOX 粉末の方が大きいが、逆に 50%個数中央径 dn50%は約 3.5

倍 Eu2O3粉末が大きい。3.2.1 でも述べたが、Eu2O3粉末の気相への放出挙動は、燃焼物質

の燃焼に伴って Eu2O3 粉末に対して与えられる鉛直上方向への機械的エネルギーの大きさ

に一義的に影響を受けるものと考えられ、これは MOX 粉末に対しても同様であるものと

考えられる。そのように考えると、粉末粒子が燃焼物質の燃焼に伴って気相へ放出される

か否かは、この機械的エネルギーの大きさと、粉末粒子自体の粒子径あるいは重量とのバ

ランスによって決まる、すなわち、極めて物理的な現象によって説明できるものと考えら

れる。そこで、以下の様な考え方を適用することで、3.2.1 で述べた Eu2O3粉末に対して得

られた放出率データを基にしたMOX 粉末の放出率の推定・評価を実施した。 

 

・Eu2O3粉末及びMOX 粉末は球形、対数正規分布に従う。  

・50%個数平均径（dn50%）及び幾何標準偏差（g）を用いて両粉末の粒子径と重量頻度を

計算する。 

・両粉末粒子には、燃焼に伴い、同一の鉛直上向きの圧力（N/m2）が作用 する。 

・全 Eu2O3 粉末のうち、FSEEA で捕集された重量の Eu2O3 粉末を飛散させるのに必要な

XE(N/m2)を求める。 

・MOX 粉末の各粒子径範囲 i に属する粉末を飛散させるのに必要な XM(i)(N/m2)を求め、

その XM(i)が XE以下になる粒子径範囲に属する MOX 粉末の重量を積算し、MOX 粉末の

飛散量・放出率を評価する。 

 

このような考え方及び仮定に基づいて、Eu2O3 粉末の放出率評価結果から MOX 粉末の

放出率を換算した。上述のように MOX 粉末の性状としては、表 1 に示した dn50%が概数と

して報告されている 16)17)が、g については不明であり、正確に性状を規定することはでき

ない。従って本節では、仮想的に Eu2O3 粉末と同じ粒子径分布を有し密度のみが異なる

MOX 粉末を想定することとした。評価結果を図 15 に示す。Eu2O3 粉末と同じ粒子径分布

を有するものと仮定した MOX 粉末では、Eu2O3 粉末の放出率よりも低い放出率（0.2～

0.5%）と評価された。これは、MOX 粉末の密度が Eu2O3 粉末よりも大きいことが反映さ
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れているためである。この評価はいくつかの仮定を置いて実施したものであるため、評価

結果の値についてはあくまでも試計算結果として捉えるべきものであると考える。今後は、

文献調査等によって実施設で使用される MOX 粉末の性状を明確化することに加えて、こ

れら計算仮定をより現実的なものにすることによって評価結果の定量性を向上させること

が必要である。 

 

 

 

表 1  本試験で使用しているEu2O3粉末とMOX 粉末の性状の比較 
 

 dn50% (m) g (-) 密度 (kg/m3) 備 考 

Eu2O3粉末 7.08 2.38 6.96×103 レーザー回折･散乱法による
計測結果 

MOX 粉末 2 （不明） 11.05×103 旧動燃による測定結果を参
考に設定 16)17) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15  MOX 粉末の放出率の推定結果 

（輻射熱流束：20 kW/m2、給気流速：4.7×10-2 m/s） 
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４．結 言 
 

核燃料サイクル施設において取り扱われる有機材料の内、グローブボックスパネル材

（PMMA 及び PC）とケーブルシース材（EM-E/F 及び NH-E/F）を対象として取り上げ、

これらの燃焼に伴う、質量減少速度、煤煙放出速度、煤煙化率、HEPA フィルタに対する

目詰まり係数等を、給気流速、輻射熱流束の大きさ、給気流中の酸素濃度をパラメータと

して定量的に取得した。また、これらの煤煙の放出挙動評価データと HEPA フィルタの目

詰まり係数を組み合わせることで、火災事故時の HEPA フィルタの目詰まりによる差圧上

昇の時間的進展の評価を実施し、本報にて取得した基礎的な知見を適用することで、燃焼

物質や燃焼条件の相違による差圧上昇挙動への影響を定量的に評価することが可能となる

ことを示した。施設の閉じ込め性能を担う HEPA フィルタ健全性が劣化あるいは喪失する

時間的進展を定量的に評価することができれば、施設の事故時の安全性の確認のみならず、

施設の運転管理条件を定量化することに対しても有効な情報として提供することができる

ものと考えられる。本評価をさらに定量的なものにするためには、評価において考慮した

仮定をより現実に即したものとすることに加え、実施設に存在する各燃焼物質の存在量を

個別に設定することやこれらの燃焼に係る局所的な燃焼条件をより詳細に設定する必要が

ある。また、実施設に対して適用する場合には、実施設が有する換気系形状を踏まえた熱

流動・物質移行解析コードを用いた詳細計算を実施し、燃焼箇所から HEPA フィルタまで

に至る過程での煤煙の沈着を考慮した評価を行うこともまた必要である。さらに、実施設

には HEPA フィルタの保護のために HEPA フィルタの前段にプレフィルタ等が設置される

場合が多い。このプレフィルタは HEPA フィルタの目詰まりの進行を遅らせ、それによっ

て、火災事故時の施設の閉じ込め機能の喪失に至るまでの時間を引き延ばす重要な働きを

担っている。これを踏まえ、今後はプレフィルタを対象とした目詰まり評価試験について

も実施し、プレフィルタが有する閉じ込め機能を定量的に評価するためのデータを取得す

ることも重要であると考えられる。 

また、これら物質の表面に付着している粉末（MOX 粉末の模擬物質として Eu2O3 粉末

を使用）の燃焼に伴う放出速度や放出率についても、外部から燃焼物質に与えられる輻射

熱流束の大きさとの関係で定量的に取得することができた。さらに、粒子径や密度の違い

に着目することで、Eu2O3 粉末を用いることで得られた知見を基にした MOX 粉末の放出

率の評価を実施した。火災事故時の公衆に対する被爆評価を行うためには放射性物質の施

設外への放出量を定量的に評価する必要がある。本試験で取得した燃焼物質の燃焼に伴う

放射性物質の放出挙動データは、この放射性物質の施設外への放出量を評価する上での一

次的なソースデータとして位置づけられるものであり、その意味で貴重な技術的知見であ

る。 
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国際単位系（SI）

乗数　 接頭語 記号 乗数　 接頭語 記号

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60s
時 h 1h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648000) rad

ヘクタール ha 1ha=1hm2=104m2

リットル L，l 1L=11=1dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1u=1 Da
天 文 単 位 ua 1ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1メートル系カラット = 200 mg = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー）4.184J（｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 sA
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 sA
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立法メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立法メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 基本単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量, 方向

性線量当量, 個人線量当量
シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg 1mmHg=133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)2=10-28m2

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ ジ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ ｪ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ｃ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（c）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年改訂）
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